
火山防災体制に関する調査結果 資料２
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・平成20年度から、各火山における防災基本計画に基づく火山防災対策の取組状
況を調査（P2）

・加えて、平成24年度は「広域的な火山防災対策に係る検討会」の検討のための
基礎情報を得るために、大規模な火山災害対策の取組状況を調査（P3～）

調査対象
火山噴火予知連絡会により、監視・観測体制の充実等が必要であ
るとして選定された47火山地域の都道府県及び市町村

調査実施時期 平成24年８月～９月

配布・回収
配布：22都道府県、160市町村

回収：21都道府県、144市町村

主な調査項目

• 防災基本計画の修正

• 災害時の相互応援に関する協定

• 被災者の受入れに関する協定

• 広域火山灰対策

• ボランティアの受入れ体制

• 自衛隊への災害派遣の要請

• 傷病者の広域搬送のための拠点

• 長期避難への対応
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47火山における火山防災対策の取組状況



防災基本計画の修正
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平成23年12月に防災基本計画が修正され、各火山地域で火山防災対策の取組
を進めるにあたり、「都道府県は、国、市町村、公共機関、火山専門家等と
連携し、火山防災協議会を設置するなど体制を整備するよう努めるものとす
る。」と記載されるなど、火山防災協議会の設置の必要性が明確にされたと
ころです。このことについてご存知でしたか。

95.2%
(20)

4.8%
(1)

21都道府県 知っていた

本調査で初めて

知った

63.2%
(91)

36.1%
(52)

0.7%(1)

144市町村 知っていた

本調査で初めて

知った

無回答



災害時の相互応援に関する協定

火山災害により被災した場合に備えた、地方公共団体相互の応援に関する協
定※はありますか。
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※「災害時の相互応援に関する協定」とは、以下のいずれかの内容を含む協定を指す
①食糧供給（食料・飲料水）
②物資供給（生活必需品、医薬品等）
③応急復旧等に必要な資機材、車両等
④人員派遣（職員・医療等）

⑤住民避難・被災者等の救援・救護（避難所や一時収容施設、医療機関への受入等）
⑥住宅の提供・斡旋
⑦児童・生徒受入
⑧ボランティア斡旋 など

100.0%
(21)

0.0%(0)

21都道府県

協定あり

協定なし

98.6%
(142)

1.4%(2)

144市町村 協定あり

協定なし
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被災者の受入れに関する協定

※「被災者の受入れに関する協定」とは、前設問の「災害時の相互応援に関する協定」のうち、以下のいずれかの内容を含む協定を指す
⑤住民避難・被災者等の救援・救護（避難所や一時収容施設、医療機関への受入等）
⑥住宅の提供・斡旋
⑦児童・生徒受入

災害時の相互応援に関する協定の中でも、特に被災者の受入れに関する協定
※はありますか。

100.0%
(21)

0.0%(0)

21都道府県

協定あり

協定なし

93.1%
(134)

6.9%
(10)

144市町村 協定あり

協定なし



（参考）被災者の受入れに関する協定の事例

●都道府県間の協定

●市町村間の協定

大規模災害時等の北海道・東北８道
県相互応援に関する協定

（北海道、青森県、岩手県、宮城県、
秋田県、山形県、福島県、新潟県）

○応援の種類

・食料、飲料水、生活必需品、医薬品並びにその供給に必要な資機材の
提供及びあっせん

・被災者等の救出、医療、防疫、施設の応急措置等に必要な資機材、物
資の提供及びあっせん

・避難、救援及び救出活動に必要な車両、ヘリコプター等の派遣及び
あっせん
・避難、救援、救護、救助活動及び応急措置等に必要な職員の派遣
・被災者の一時収容のための施設の提供及びあっせん など
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環富士山地域における災害時の相
互応援に関する協定

（富士吉田市、富士河口湖町、西桂
町、山中湖村、忍野村、鳴沢村、身
延町、沼津市、三島市、富士宮市、
富士市、御殿場市、裾野市、長泉町、
小山町）

○応援の種類
・被災が予想される圏域外への避難誘導活動
・被災者等受入施設の提供
・被災者等への食料、飲料水及び生活必需品の提供
・被災市町村等災害対策本部等の設置に対する施設の提供

・長期の避難生活が見込まれる被災者等（以下「長期避難生活世帯」と
いう。）への（仮設）住宅の提供
・長期避難生活世帯の児童・生徒の受入れ など

島しょ町村災害時相互応援に関する
協定

（大島町、利島村、新島村、神津島
村、三宅村、御蔵島村、八丈町、
青ヶ島村、小笠原村）

○応援の種類
・物資の提供及びあっせん並びに人員の派遣
・島外避難の支援及び避難者の受入れ
・その他特に要望があった事項など



広域火山灰対策①（火山灰の仮置き場の確保）
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0.0%(0)

100.0%
(21)

21都道府県

定めている

定めていない

降灰時において、避難経路等を確保するため除去した火山灰を一時的に集積
させるための仮置き場を定めていますか。

13.9%
(20)

85.4%
(123)

0.7%(1)

144市町村

定めている

定めていない

無回答



広域火山灰対策②（火山灰の最終処分場の確保）

降灰時において、堆積した火山灰の最終処分場を定めていますか。
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9.0%
(13)

88.9%
(128)

2.1%(3)

144市町村

定めている

定めていない

無回答0.0%(0)

100.0%
(21)

21都道府県

定めている

定めていない



ボランティアの受入れ体制

被災時において支援ボランティア及び救援物資を受け入れるための体

制（担当部局、指定された担当者等）を定めていますか。
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85.7%
(18)

14.3%
(3)

21都道府県

定めている

定めていない

81.9%
(118)

17.4%
(25)

0.7%(1)

144市町村

定めている

定めていない

無回答



自衛隊への災害派遣の要請

自衛隊への災害派遣の要請について、あらかじめ要請の手順等について定め
ていますか。また、要請する具体的な支援内容（救急、救助、応急医療、緊
急輸送等）について自衛隊と認識を共有していますか。
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○自衛隊への災害派遣の要請に係る手順等 ○要請する具体的な支援内容（救急、救助、
応急医療、緊急輸送等）について自衛隊との
認識の共有

90.5%
(19)

9.5%
(2)

21都道府県 定めている

定めていない

52.4%
(11)

47.6%
(10) 21都道府県

共有して

いる

共有して

いない



貴団体内の病院が被災し傷病者を受け入れることができない場合に備え
、多数の傷病者を遠方の医療施設に広域搬送するための拠点（空港、自衛
隊基地、大規模な空地等）を定めていますか。

11

傷病者の広域搬送のための拠点

52.1%
(75)

47.9%
(69)

144市町村

定めている

定めていない

66.7%
(14)

33.3%
(7)

21都道府県

定めている

定めていない



長期避難への対応①（避難所の設置・運営マニュアル等の作成）

長期にわたる避難所での避難生活に備えて、避難所の設置・運営マニュアル
等を定めていますか。
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37.5%
(54)

59.7%
(86)

2.8%
(4)

144市町村

定めている

定めていない

無回答
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長期避難への対応②（仮設住宅等の建設用地の想定）

住民の長期避難生活に備えて、仮設住宅や公営住宅の建設用地を想定していま
すか。

81.0%
(17)

19.0%
(4)

21都道府県

想定している

想定して

いない

41.0%
(59)

54.9%
(79)

4.1%
(6)

144市町村

想定している

想定して

いない

無回答


